コドモ ノ シャカイセイ ノ ハッタツ ト ガッコウガイ キョウイク 2 : コドモ ノ ジコ ニ オヨボス シドウシャ ノ フテキセツ ナ カカワリ by 梅崎 高行 et al.
原著論文
子どもの社会性の発達と学校外教育 2：
子どもの自己に及ぼす指導者の不適切な関わり
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Development of Children’s Sociality and Out-of-School Education 2: 
Inappropriate involvement of coaches that affect children’s self-development
UMEZAKI Takayuki, SAKAI Atsushi and MAESHIRO Kazumi
Abstract :  Physical abuse, which is an inappropriate involvement by coaches, is regarded as one of the 
variables of children’s self-development, which is the basis of social-emotional skills. Correlations between 
physical abuse by coaches and children’s self-development were investigated by a questionnaire conducted 
with 108 pairs of children playing soccer and their parents. The results of path analysis indicated that one-fourth 
of the children had experienced some form of physical abuse used by coaches. Moreover, a model indicated 
high goodness-of-ﬁt for indirect negative effects of the experience of physical abuse on self-development. It 
is considered important to accumulate evidence and findings for developing training programs for coaches 
that eradicate physical abuse. Furthermore, the roles of adults in protecting children’s safety and enjoying the 
beneﬁts of sports are discussed.
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要旨：本研究では，サッカーに取り組む児童期の子どもと親 108 組を対象に質問紙調査を実施して，
社会情動的スキルの基礎となる自己の発達に対する変数のうち，コーチによる不適切な関わりとして
の暴力に注目して，その関連を検討した。パス解析の結果，対象児の 1/4 が何らかの被暴力経験をもち，
この経験が自己の発達に対し，間接的に負の影響を示す適合度の高いモデルが得られた。暴力の根絶
に向けて引き続きエビデンスを蓄積し，コーチ養成プログラム等に知見を提供していくとともに，子
どもの安全を守り，スポーツが本来もつ恩恵を享受するために必要な大人の役割について議論された。
キーワード：自己と社会性の発達，児童期，スポーツ，指導者，不適切な関わり
経済学的な研究の成果を発端として，近年，認知的
能力に比して，子どもの非認知的能力への関心が高
まっている（Heckman & Masterov, 2007）。OECD（2015）
は，この非認知的能力を社会情動的スキルと呼び，「自
己を統制しながら他者と関わり，目標を成し遂げる」
スキルとして定義している。前後して，幼少期の社会
情動的スキルが，思春期以降の社会適応の高さや，不
適応の低さを説明する知見も集まりつつある（Hirsh-
Pesek & Golinkoff, 2016）。Frey & Osborne（2013）も，
AI の進化に伴い，認知的能力を基盤とした今ある職
業半数程度の消失を予言し，これら動向を背景に園を
含む学校では，認知的スキル（知識や情報の獲得・操
作）に偏重した教育から「主体的・対話的で深い学び」
への移行を推進している（文部科学省 , 2015）。
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学びのこうした転換と時期を同じくして，社会性
と 情 動 の 学 習（Social Emotional Learning: 以 下 SEL
と表記）の重要性に関する認識も広がりつつある。
SEL とは，いじめや不登校を念頭に，すべての子ど
もを対象として実施される予防教育であり，自分も
仲間も大切にするための学びと説明される（小泉，
2016）。こうした学習がいま，保育，スポーツ，対
人関係療法や，心理職養成といった分野においても，
具体的に展開され始めている（眞榮城，上岡，梅崎，
前川，酒井，2018）。このうちスポーツは，厳密に
は社会情動的スキル（OECD, 2015）の隆盛から派生
した動向には当たらないが，むしろこれに先んじて，
1990 年頃からライフスキルとスポーツの関係を議論
し始めている（Larson, Hansen, & Moneta, 2006; 上野 , 
2011）。
た と え ば Larson, Hansen, & Moneta（2006） で は，
スポーツとそれ以外の学校外教育を比較して，得ら
れるポジティブな経験（自己の確立や社会資源との
接触など）と，ネガティブな経験（プレッシャーや
大人の不適切な関わりなど）が，どちらで多いかを
比較した。するとスポーツでは，ライフスキルの発
達に関わるポジティブな経験が多くもたらされ，と
くに進取の精神や感情の制御，また，チームワーク
を学ぶ経験が，芸術など他の学校外教育に比べて多
いとの報告がなされた。ただし，同時にスポーツは，
孤独感・劣等感やストレスといったネガティブな経
験も多く，こうした経験をやり過ごし，スポーツの
恩恵を享受するための予防・開発的心理教育の充実，
すなわち，SEL の実践が強く求められる対象にもなっ
ている（眞榮城・上岡・梅崎・前川・酒井，2018）。
もとより競技団体は，子ども期のアスリートに対
し，競技力の向上とともにライフスキル教育を重ん
じてきた歴史をもつ（Petitpas, Cornelius, Van Raalte, & 
Jones, 2005; Weiss, Kipp, & Bolter, 2012）。ライススキ
ルに関する国内外の研究をレビューした上野（2011）
によると，ライフスキルとして把握される社会性の
成熟は，競技力向上の前提であるとみなすスポーツ
関係者の強固な信念も推察される。ただし，スポー
ツ文脈において因果を特定する縦断研究は先例があ
まりなく（Reinboth & Duda, 2006），スポーツが人の
成熟や社会化を助けるのか，あるいは，成熟や社会
化がスポーツの基盤となるのか，発達的視点に立っ
た要因の関連解明が求められる（杉原，2011）。新た
に生起し，広がりつつある社会情動的スキルに関す
る議論と統合しながら，実証的な検討が進められる
ことによって，スポーツの文脈においてもエビデン
スに基づく SEL プログラムの実践が期待される。
ところがこうした期待に反し，わが国で露呈され
るスポーツ界の不祥事は，本当にスポーツに SEL が
可能なのか，不安視される状態にさえある（表 1）。
発覚した問題の中には，アスリートに対する肉体的・
精神的な暴力も含まれており，暴力を行使するコー
チは SEL を担う中心的な人物でもあるはずで，問題
の根は深いと言わざるを得ない。
これまで暴力に関する研究では，いかにして暴力
が生じ，あるいは繰り返され，どうすればなくすこ
とができるのかといった根拠を，組織の構造や体制
に求める議論が多かった。たとえば西山（2014）は，
わが国では歴史的に，スポーツを通した人間の成長
や社会化が諸外国とは異なるかたちで目指されてき
表 1　2018 年に 1 ～ 8 月までに発覚した各競技団体の主な不祥事（読売新聞より）
1 月 カヌー 選手がライバルの飲料に禁止薬物を混入
2 月 スピードスケート オリンピックでドーピング陽性反応
3 月 レスリング 強化本部長が女子選手にパワハラ告発を受ける
4 月 バドミントン 企業チーム監督が選手賞金問題で協会から告発される
5 月 競泳 ドーピング陽性反応
アメフト 学生が監督から指示を受け危険タックル
7 月 ボクシング 会長が助成金流用問題で告発される
8 月 自転車 ドーピング陽性反応
剣道 昇段試験で金銭授受の常態化が判明
体操 コーチによる選手への暴力事件発覚，協会による処分。選手は協会の不当介入を告発
バスケット アジア大会期間中に選手が売春行為
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たと言う。こうした歴史文化的背景が，わが国特有
の体罰容認論の背景となっており，悪いことに大学
入試におけるスポーツ推薦の拡大等によって，これ
からの時代にも引き継がれていると述べる。これに
対し社会は，グローバル化の歩みを急速に進めてい
ることから，わが国も体罰を容認しない風土への変
革が求められる。また，日本体育学会 体育経営管理
専門領域 体罰・暴力根絶委員会（2015）では，関係
者に対するインタビュー調査によって，体罰や暴力
の根絶を目指す提言を 8 項目にまとめている。「組織
的指導体制の確立」や「教員の処遇改善」などが具
体的な項目の例として挙げられているが，これに関
わる主たる対象として，学校や行政の連携が想定さ
れており，マネジメントサイクルとしての PDCA を
展開することによって，こうした問題の根絶を提唱
している。
もちろん，こうした議論が重要であることは論を待
たないが，構造や体制を変える根拠として，暴力が子
どもの発達や競技の継続にどう影響するのかといった
エビデンスも求められる。ところが，因果に注目する
研究は希少で，まれに見られた場合でも回想法を用い
たものが主であり（Fraser-Thomas & Côté, 2009; Gould, 
Collins, Lauer, & Chung, 2007），コーチ養成や啓発に活
かすエビデンスとしては不十分と言わざるを得ない
（Weiss, Bolter, & Kipp, 2014）。代わって，親によるマ
ルトリートメント（虐待やネグレクト）に関する知見
を参照すれば，乳幼児期に受けたマルトリートメント
によって，対人関係や共感性を損なう社会的な障がい
や，不安や混乱などの情動的な障がいの発症が指摘さ
れている（Lansford et al., 2014）。被害児はその帰結と
して，うつ病やアルコール・薬物依存症に陥ることも
示されており，こうした症状に苦しむ人々を社会的に
支援するための経済的損失は，年間 1 兆 6 千億円とい
う試算も提出されている（友田，2017）。
もとより養育とスポーツを並列に議論することはで
きないが，スポーツによって育まれたはずの健全な精
神と肉体が損なわれ，アスリートの活躍が市民生活を
潤すといった副次的な効果も失われることを考えれ
ば，その損失と補てんのための費用・労力は計り知れ
ないものとなる。そこで本研究では，サッカーをする
児童への調査から，暴力の現状と（研究 1），社会情
動的スキルの基礎となる自己（自己価値）の関連を分
析して（研究 2），大人の不適切な関わりに関する研
究の今後の見通しについて述べる。
研 究 1
スポーツ場面における暴力に関する調査は，1980
年 か ら 一 定 数 見 ら れ る（Battagila, Kerr, & Stirling, 
2017；高峰・武長・海老原，2016）。しかし議論の対
象は，問題が顕著となる青年期以降がほとんどであり，
社会情動的な発達や競技の基礎が培われる児童期を対
象とした調査はあまり見られない。あるいはこうした
動向は，児童期における暴力のなさを反映しているの
だろうか。児童期の暴力の実態について調査を行う。
方　　　法
調査協力者　A 市サッカー協会 4 種（小学生年代）
選抜（以下，「トレセン」と表記）選手とその家庭に対し，
選出後の 2018 年度トレセン説明会（6 月）において，
口頭と書面によって調査の趣旨を説明し，任意の協力
を依頼した。トレセンに選出された 149 家庭のうち，
承諾が得られた 131 家庭に調査票を手渡し，または郵
送した。調査票はその後 2 ヶ月をかけて回収され，本
研究では，この期間に回収できた 108 件のデータを使
用して報告を行う。表 2 に示すように，対象学年は 4
年生から 6 年生までの 3 学年に渡り，男児に一年遅れ，
5 年生からトレセン活動が開始される女児の協力も一
定数含まれている。
表 2　調査協力者の人数（性×学年）
学年
4 5 6 合計
性
男児 26 26 27 74
女児 2 19 13 34
合計 28 45 35 108
サッカーをする小学生に対する暴力の実態　高峰・
武長・海老原（2016）を参考に，「素手で殴られる」「物
で殴られる」「蹴られる」「物を投げつけられる」「暴
言を言われる」「罰走を命じられる」「その他（自由記
述）」の 7 項目を準備し，選手と親のそれぞれに，こ
れら被害の経験について有無を尋ねた。7 項目は青年
期の選手を対象とした調査で用いられた項目であった
が，児童期を対象とした調査がないためこれを援用し，
今後の調査に向けて探索的な検討を行うこととした。
項目は，身体的な暴力（体罰）や言葉による暴力に加
え，〔コーチ－選手〕間の不適切なやりとりとしての，
〔説得－納得〕ならぬ，〔命令－服従〕としての罰走も
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含めた。これらを広く暴力として提示しつつ，ただし，
何を暴言や罰走と見なすかについては回答者の判断に
委ねた上で，被害の有無を尋ねた。
結　　　果
被害経験が 1 項目以上あると答えた選手は 17 名（1
項目 16 名，2 項目 1 名）であり，内訳（複数回答可）
は「暴言を言われる」6 名，「罰走を命じられる」11 名，
「蹴られる」1 名であった。一方，被害経験が 1 項目
以上あると答えた親は 23 名（1 項目 18 名，2 項目 4 名，
3 項目 1 名）であり，内訳（複数回答可）は「暴言を
言われる」13 名，「罰走を命じられる」12 名，「その他」
4 名であった（表 3）。「その他」については，「試合に
出してもらえない」「ひたすらリフティングを命じら
れた」などの回答が見られた。被暴力の認識は親子で
高い相関が見られたが（r=.58, p<.01），一部にずれも
見られ，コーチの行為を暴力と見なす認識は，親の方
が若干センシティブであった。
表 3　暴力経験の有無と内容（選手，親）
選手　「暴言を言われる」 親　「暴言を言われる」
人数 % 人数 %
無 102 94.4 無 95 88.0 
有 6 5.6 有 13 12.0 
合計 108 100.0 合計 108 100.0 
選手　「罰走を命じられる」 親　「罰走を命じられる」
人数 % 人数 %
無 97 89.8 無 96 88.9 
有 11 10.2 有 12 11.1 
合計 108 100.0 合計 108 100.0 
選手　「蹴られる」 親　「その他」
人数 % 人数 %
無 107 99.1 無 104 96.3 
有 1 0.9 有 4 3.7 
合計 108 100.0 合計 108 100.0 
研究 2 ではこの結果を踏まえ，親子のいずれかが暴
力と認識しているケースを，家庭における暴力の認
識「有」とカウントして分析を行う。先んじて述べれ
ば，親子ともに暴力被害がないと答えた家庭は 81 家
庭（75%）であり，1 項目以上あると答えた家庭が 27
家庭（1 項目 12 家庭，2 項目 12 家庭，3 項目 1 家庭，
4 項目 2 家庭）であった（表 4）。本調査からサッカー
に取り組む子どもがいる家庭のうち，およそ 1/4 の家
庭が暴力を経験していることが示された。
表 4　家庭における暴力の認識（選手と親の総数）
人数 ％
暴力被害
無 81 75.0 
有：1 項目 12 11.1 
有：2 項目 12 11.1 
有：3 項目 1 0.9 
有：4 項目 2 1.9 
合計 108 100.0 
研 究 2
研究 1 により，これまであまり報告が見られなかっ
た児童期のスポーツにおける暴力の実態が示された。
暴力の正しい認識とその根絶には，コーチ教育が欠
かせない。ところが競技団体によってコーチ養成の
状況は様々であり（公益財団法人 日本スポーツ協会，
2018），体系立てられた暴力教育を，そのカリキュラ
ムにもつ競技団体はさらに多様であることが推察され
る。このうちサッカーは，コーチ養成カリキュラムに
おいて暴力に関する内容も学ぶ競技団体の一つである
が，研究 1 が示したのは，このカリキュラムに学んだ
はずのコーチの下で暴力が生じているという実態で
あった。トレセンに複数の選手を輩出しているチーム
もあり，すべてのチームとコーチの下で暴力が生じて
いるわけではないが，家庭から暴力があると認識され
たチームは 15 チームに上り（表 5），これはトレセン
に選手を輩出する 31 チームの約半数に相当した。
表 5　トレセン選手排出チームにおける暴力認識家庭数
チーム 排出選手数 暴力なし 1 項目 2 項目 3 項目 4 項目
A 12 10 0 1 0 1
B 9 8 1 0 0 0
C 8 4 2 1 0 1
D 7 6 1 0 0 0
E 7 5 1 1 0 0
F 7 1 3 3 0 0
G 5 2 2 1 0 0
H 4 2 0 2 0 0
I 2 1 0 1 0 0
J 2 1 1 0 0 0
K 1 0 0 0 1 0
L 1 0 0 1 0 0
M 1 0 0 1 0 0
N 1 0 1 0 0 0
以上について確認した上で，暴力と他の変数との関
連を探る。ここでは社会情動的スキルの基礎となる自
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己（自己価値）を最終従属変数とし，これに関わる関
連をパス解析によって検討する。想定される変数間
の関連（仮説）は，先行研究（Coatsworth & Conroy, 
2009; 梅崎・酒井，2018）から以下の通りである。
仮　　　説
1．トレセンに選出され，熱心にサッカーに取り組む
子どもたちであり，サッカーに対するコンピテン
スの高さが，自己価値の高さを予測する。
2．サッカーに取り組みコンピテンスを高める上で，
親の支援や期待が関わる。子どものサッカーに対
するコンピテンスの高さは，親が評価するサッカー
への取り組みの高さによって予測される。
3．サッカーへの取り組みの高さは，2 つの経路によっ
て予測される。
（ア） コーチに対する信頼の高さがサッカーへの取
り組みの高さを予測する。ただしコーチへの
信頼は，暴力認識と負の関連をもつ。
（イ） サッカーの継続を願う親の気持ちがサッカー
への取り組みの高さを予測する。ただしお金，
時間，物理的な負担（感）と負の関連が予測
される。
方　　　法
質問項目は，（1）選手が回答するもの，（2）親が回
答するもの，（3）選手と親の両者が回答するものに分
かれ，選手用と親用の調査票がそれぞれ準備された。
（1）選手回答項目
自己（自己価値）　眞榮城・菅原・酒井・菅原（2007）
より全体的自己価値観を測定する 6 項目を用いた。「今
のままの自分にとてもまんぞくしている」，「自分をふ
まんに思うことがよくある（逆転項目）」などであり，
「はい（4）」から「いいえ（1）」まで 4 件法で尋ね，
合計得点を算出した（α=.82）。
サッカーに対するコンピテンス　Conroy, Coatsworth, 
& Fifer（2005）で用いられたスポーツに対するコンピ
テンス尺度を，著者の許可を得て翻訳し，バックトラ
ンスレーションを実施して作成した。「あなたはサッ
カーがどのくらいよくできますか」，「サッカーで何か
新しい技術に挑戦するとき，どのくらいよくできそう
ですか」など 3 項目であり，「とてもよくできる（7）」
から「ぜんぜんよくできない（1）」まで 7 件法で尋ね，
合計得点を算出した（α=.71）。
（2）親回答項目
サッカーへの取り組み　梅崎・酒井（2018）で用い
られた「サッカーが好きである」，「楽しそうに頑張っ
て取り組んでいる」など 3 項目を用いた。「よくあて
はまる（5）」から「あてはまらない（1）」まで 5 件法
で尋ね，合計得点を算出した（α=.65）。
コーチへの信頼　梅崎・酒井（2018）で用いられた
「○○さん（選手の名前）のチームのコーチとの連絡
はうまくいっている」，「チームのコーチとは○○さん
の成長を共有している気がする」など 10 項目であり，
「あてはまる（5）」から「あてはまらない（1）」まで
5 件法で尋ね，合計得点を算出した（α=.94）。
サッカーの継続を願う親の気持ち　梅崎・酒井
（2018）で用いられた単項目であり，「○○さんには，
いつまで（どのレベルまで）競技としてサッカーを続
けてほしいですか」と尋ね，「1．小学校の間は」，「2．
中学（部活やクラブで）まで」，「3．高校（部活やク
ラブで）まで」，「4．大学（体育会系で）や社会人ま
で」，「5．プロ選手まで」，「6．日本代表まで」の 6 つ
の選択肢から回答を求めた。
サッカーにかかる経済的な負担　梅崎・酒井（2018）
で用いられた単項目であり，「○○さんのサッカーに，
どのくらいのお金がかかりますか。1 ヶ月の平均で教え
てください。お金には，月謝，練習参加（交通）費，遠征・
合宿費，道具代（ボールやスパイク），選手登録費な
ど，サッカーにかかるお金すべてを含みます」と尋ね，
「1．5,000 円以内」，「2．5,000 ～ 10,000 円」，「3．10,000
～ 15,000 円 」，「4．15,000 ～ 20,000 円 」，「5．20,000 ～
25,000 円 」，「6．25,000 ～ 30,000 円 」，「7．30,000 ～
40,000 円」，「8．40,000 円以上」の 8 つの選択肢から回
答を求めた。
サッカーにかかる時間的な負担　梅崎・酒井（2018）
で用いられた単項目であり，「○○さんのサッカーに，
どのくらいの時間を使っていますか。1 ヶ月の平均で教
えてください。時間には，送迎，応援（引率や見学含む），
当番など，○○さんがサッカーをする上であなたが使っ
ている時間すべてを含みます」と尋ね，「1．5 時間以内」，
「2．5 ～ 10 時間」，「3．10 ～ 15 時間」，「4．15 ～ 20 時間」，
「5．20 ～ 25 時間」，「6．25 ～ 30 時間」，「7．30 ～ 40 時間」，
「8．40 ～ 50 時間」，「9．50 ～ 60 時間」，「10．60 時間以上」
の 10 の選択肢から回答を求めた。
サッカーへの負担感　梅崎・酒井（2018）で用いら
れた単項目「○○さんのサッカーについて，どのくら
い物理的な負担を感じていますか。物理的な負担とは，
お金や時間の負担を指し，心理的な負担（○○さんの
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プレーの良し悪し，チームやコーチに対する不満，チー
ムメイトや他の保護者に対する不満など）は含みませ
ん」と尋ね，「まったく感じない（1）」から「かなり
感じる（4）」まで，4 件法で回答を求めた。
（3）選手と親の回答項目
家庭における暴力の認識　研究 1 に既述した通りで
あり，信頼性係数 α の値は .57 であった。
結　　　果
各変数の基礎統計量と相関係数は表 6 に示す通り
であった。正の有意な相関が，全体的自己価値観と
サッカーに対するコンピテンス（r=.29, p<.01），サッ
カーに対するコンピテンスとサッカーへの取り組み
（r=.20, p<.05），サッカーへの取り組みとコーチへの
信頼（r=.30, p<.01），サッカーへの取り組みと続けて
ほしい気持ち（r=.32, p<.01），続けてほしい気持ちと
お金の負担（r=.55, p<.01），続けてほしい気持ちと
時間の負担（r=.21, p<.05），お金の負担と時間の負
担（r=.39, p<.01），時間の負担と物理的な負担（r=.31, 
p<.01），以上の変数間に見られた。また，負の有意
な相関が，選手の性別と続けてほしい気持ち（r=-.21, 
p<.05），選手の性別とお金の負担（r=-.32, p<.32），
コーチへの信頼と家庭における暴力の認識（r=-.33, 
p<.01），以上の変数間に見られた。さらに負の有意傾
向が，サッカーに対するコンピテンスと家庭におけ
る暴力の認識（r=-.18, p<.10）の間に見られた。
以上のような関連が見られた変数を投入し，仮説に
従ってパス解析を実施したところ，χ2  （25）=21.12, 
p<.69, AGFI=.926, GFI=.959, RMSEA=.000, CFI=.1.000
の値が得られ，適合度の高いモデルが得られた。図 1
に示されたように，サッカーに熱心に取り組む子ども
にとって，サッカーにおけるコンピテンスが自己価値
を高めていた。一方，親による取り組みの評価は，直
接的に自己価値を予測しなかった。また，サッカーの
コンピテンスは，子どもにとって重要な他者である親
が，取り組みをポジティブなものと認めていることか
ら予測された。さらに，サッカーの取り組みは 2 つの
経路から予測され，一つはコーチへの信頼の高さであ
り，もう一つは続けてほしいと願う親の気持ちであっ
た。その一方で，コーチへの信頼は暴力認識と負の関
連が示された。また，続けてほしいと願う気持ちはお
金の負担との関連が示されたが，時間的な負担や物理
的な負担感との関連は見られなかった。以上の結果か
ら，概ね仮説が立証された。
図 1　自己価値と変数間の関連を示すパス図
表 6　基礎統計量と相関係数
度数 平均値 SD レンジ a b c d e f g h i j
a）選手の学年（4：4 年生，5：5 年生，6：6 年生） 108 5.06 0.77 4-6
b）選手の性別（1：男児，2：女児） 108 1.31 0.47 1-2 .23
c）選手：全体的自己価値観 108 17.28 4.13 7-24 -.13 .01
d）選手：サッカーに対するコンピテンス 107 15.12 2.58 3-20 -.12 .06 .29**
e）親：サッカーへの取り組み 108 13.37 1.36 8-15 -.13 -.05 .05 .20*
f）親：コーチへの信頼 108 39.37 7.96 11-50 -.02 -.17 .13 .11 .30**
g）親：続けてほしい気持ち 108 4.22 1.57 1-6 -.04 -.21* -.05 .06 .32** .05
h）親：お金の負担 108 4.54 1.79 1-8 -.06 -.32** .11 .16 .24 .04 .55**
i）親：時間の負担 108 6.20 2.76 1-10 .11 -.12 .08 .06 .13 -.08 .21* .39**
j）親：物理的な負担感 108 1.95 0.69 1-4 -.01 -.01 .14 -.04 .09 -.11 .00 .13 .31**
k）親子：家庭における暴力の認識 108 0.44 0.87 0-4 -.06 -.13 -.03 -.18+ -.10 -.33** -.13 -.07 -.01 .10
＋p<.10　* p<.05　** p<.01
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考　　　察
これまで暴力に関する研究では，暴力の構造を明ら
かにするものや，青年期の選手を対象に回想法を用い
るものが多かった。コーチ養成のエビデンスを生成す
るためには，縦断的手法を用いて，要因間の関連や社
会情動的スキルの発達に対する影響を明らかにする必
要があり，本研究ではこれに着手した。
主な結果として，児童期のスポーツにおいて，暴力
が発生していることが確認された。児童期のスポーツ
を対象とした報告が他に見当たらないため，比較はで
きないが，回答者の 1/4 に当たる子どもの家庭で，ス
ポーツにおいて何らかの暴力経験があると回答され
た。また，暴力が，社会情動的スキルの基礎である自
己（自己価値）に対し，間接的に負の影響を及ぼす可
能性が示された。本結果から，サッカーへの取り組み
が自己価値を高めるというパスが得られたが，このよ
うなサッカーの取り組みをポジティブに支えるコーチ
への信頼を，暴力が著しく低める経路が確認された。
もっとも以上の経路は，一地方における一競技を対象
とした横断調査に基づくものであり，加えて暴力が何
であるかを明確に定義せず，その認識や判断を回答者
に委ねたものであるため，解釈や取扱いについてはく
れぐれも慎重さが求められる。しかしながら，対象者
の 1/4 に当たる児童が何らかの暴力を経験していると
いう実態は，決して看過できるものではない。繊細な
内容ではあるが，広く関係者の理解を募り，他競技団
体の助力も得た上で，実態調査を実施していく必要が
あると考えられる。
その上で，本研究などから明らかにされる選手の
競技力向上やその基盤となる社会情動的スキルの発
達に対する暴力の悪影響については，直接的にはコー
チ教育によって，その根絶を粘り強く訴える必要があ
る。とりわけ，暴力を受けた子どもと，受けなかった
子どものその後をフォローして，長期的にその影響を
捉えていくことが，この問題を取り除く何よりも効果
的なエビデンスの蓄積に当たるだろう。このとき，再
びマルトリートメントの知見から学べば，自身に直接
の被害がない場合でも，両親の不和・不仲が，子ども
の発達に悪影響を与える知見も示されている（友田，
2017）。スポーツにおける暴力も，直接の被害者とな
らない場合であっても，仲間が暴力を受けた様子を目
にするなどのケースが考えられ，今後は暴力を受けた
子ども，受けなかった子どもに加え，自身は受けなかっ
たがチームメイトが被る被害を目にした子どもも対象
に含めた上で，その影響を検証していく必要がある。
また本研究からは，児童期のスポーツを健全化する
大人の責任として，コーチのみならず親の役割につい
ても，議論していく必要が示された。本研究でも見ら
れたように，親は渦中にある選手に比べ，第三者的
に，コーチによる行為の不適切性を捉えやすい立場に
ある。「身代わりの競技者」などと呼ばれる価値観の
押し付け行為など，一部に子どもの主体性を奪う親の
過剰な関わりも指摘されることから，子どものスポー
ツに対する親の適切な距離が重要である点に異論はな
いが，子どもの安全を守り，スポーツがもつ本来の恩
恵の享受する上で親は，今より積極的な役割を担える
はずである（久崎・石山，2012；梅崎・酒井，2018）。
近年スポーツは，ともすると親を消極的な位置へと遠
ざけてきたが，子どもを守る大人の一人として，スポー
ツにおける親役割（スポーツ・ペアレンティング）を
議論し直す時機を迎えていると思われる。
これらの観点により，今後も競技団体と協力しなが
ら，引き続きエビデンスを蓄積していくことが求めら
れる。暴力は，SEL 以前の問題であり，縦断調査に
よっていかに暴力が子どもの発達や競技の継続を阻害
するのかについて，Translational Research（橋渡し研究）
を実践していくことが望まれる（眞榮城，上岡，梅崎，
前川，酒井，2018）。
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